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それから 15 年が経過し、目標の 2020 年までに 10 年を残すところとなっ
た 2011 年 1 月、第 11 回ベトナム共産党全国代表者大会（以下、党大会）が
開催され、そこで採択された 2011～ 2020 年経済・社会発展戦略（以下、経済・




2006 年の第 10 回党大会以降、ベトナムの工業化にとっての 2 つの重要な転
機――制度面と実態面――があったからである。

























以下、本章は次のように構成される。第 1 節では、第 11 回党大会までの
工業化を巡る議論を整理する。第 2 節では、党大会を控えたベトナムの工業
部門の状況を概観する。第 3 節では、党大会の文献に基づき、党大会で定め








よって乗り切り、1992 年以降は年率 8% を超える高成長を達成した。経済の
安定化を受けてベトナムが定めた次なる目標は、より急速な経済成長を実現し、
人々の生活水準の向上を目指した「工業化・近代化」であった。
1996 年の第 8 回党大会では、2020 年までに基本的に工業国となるよう努
力するという方針が定められた（Dang Cong San Viet Nam ［1996］）。工業国の
詳細は同大会文献には具体的に示されていないが、党大会文献の解説資料によ






挙げられている（Nguyen Van Thao and Nguyen Viet Thong ［2011:222-223］）。
第 8 回党大会で採択された 1996 ～ 2000 年 5 カ年経済・社会発展の方向・
任務・計画では、輸出志向の労働集約的産業、国内市場を狙った重化学工業の

















第 9 回党大会で採択された 2001 ～ 2010 年経済・社会発展戦略では、「工
業国」に「近代志向の」という形容詞が付け加わり、工業化の目標は「2020
年までに基本的に近代志向の工業国になる」こととされた（Dang Cong San Viet 







2 節参照）後、2006 年の第 10 回党大会においても継承され、さらに強化され








なく、2006 年 11 月に WTO 加盟が承認されるまでには広範な市場開放と市
場経済の制度整備を余儀なくされることとなった (3)。
WTO 加盟がベトナムの工業化のあり方を規定することは必至であるが、交




WTO 加盟実現後の初の党大会である第 11 回党大会は、WTO 体制の下でベト
ナムがどのように工業化を進めていくのかという包括的な方針を示す初めての
機会ということになる。











ベトナムは 2000 年代を通して平均実質 GDP 成長率 7.25% という高成長を











初のマイナス成長に陥った 2009 年を除いて順調に拡大を続け、2001 年から





























































（出所）General Statistics Office ［various years］.
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表 1　産業別工業生産高





























合計 103,375 100% 　 25% 696,648 100% 　 41%
鉱業・採石 13,920 13% 　 78% 39,119 6% 　 61%
　石炭 1,677 2% 0% 7,896 1% 1%
　原油・天然ガス 10,845 10% 100% 24,064 3% 98%
　鉱業 236 0% 2% 778 0% 13%
　採石・その他 1,162 1% 2% 6,381 1% 2%
製造業 83,261 81% 100% 18% 618,959 89% 100% 42%
　食品・飲料 27,008 26% 32% 19% 149,991 22% 24% 29%
　たばこ 3,977 4% 5% 0% 11,880 2% 2% 2%
　繊維・織物 6,176 6% 7% 17% 28,264 4% 5% 37%
　縫製・衣類 2,950 3% 4% 18% 28,529 4% 5% 47%
　皮革、皮革製品 3,570 3% 4% 36% 30,379 4% 5% 69%
　木材・木材加工品 3,324 3% 4% 8% 13,203 2% 2% 12%
　パルプ・製紙 1,947 2% 2% 15% 16,675 2% 3% 26%
　印刷・出版 1,510 1% 2% 2% 6,692 1% 1% 9%
　コークス・石油製品 343 0% 0% 87% 878 0% 0% 71%
　化学 5,086 5% 6% 15% 38,396 6% 6% 51%
　ゴム・プラスチック 2,272 2% 3% 14% 35,549 5% 6% 39%
　非金属 9,200 9% 11% 5% 57,194 8% 9% 27%
　金属 3,428 3% 4% 30% 24,098 3% 4% 31%
　金属製品（機械・設
備を除く） 2,332 2% 3% 12% 37,047 5% 6% 41%
　設備機械 1,345 1% 2% 11% 8,771 1% 1% 43%
　事務機器、計算機 28 0% 0% 3% 9,120 1% 1% 99%
　電気・電子機器 1,088 1% 1% 14% 23,561 3% 4% 57%
　ＴＶ、ラジオ、通信
設備 2,065 2% 2% 46% 15,404 2% 2% 91%
　医療、精密機器 203 0% 0% 21% 3,461 0% 1% 93%
　自動車・トレーラー 1,460 1% 2% 71% 19,956 3% 3% 76%
　その他輸送機械 1,893 2% 2% 45% 33,732 5% 5% 65%
　家具 1,970 2% 2% 8% 25,566 4% 4% 45%
　リサイクル 89 0% 0% 0% 616 0% 0% 4%
電力・ガス・水道 6,195 6% 　 0% 38,570 6% 　 2%
　電力・ガス 5,444 5% 0% 36,251 5% 2%
　水道 751 1% 　 0% 2,319 0% 　 3%
（出所）General Statistics Office ［various years］.
（注）2009 年の値は速報値。
（単位：10 億ドン , 1994 年固定価格）
92
2000 年代に入ってからの輸出の急速な伸びについては既に言及した通りで
あるが、輸出に占める外資企業のシェアを図 2 に示した。2000 年代に入って
から上昇を続け、ピークの 2006 年には 57.9% に及んだ。ベトナムの輸出の
過半は、すでに外資企業によって担われるようになってきている。
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（出所）General Statistics Office ［various years］.






比率は 2007 年に 29.2%、2008 年に 28.8% に達し、貿易赤字の GDP に対す












鉱物性燃料 3,825 26.4% 鉱物性燃料 12,645 20.2%
衣類（62） 1,540 10.6% 履物 4,872 7.8%
履物 1,472 10.2% 衣類（62） 4,605 7.3%
魚ならびに甲殻類 1,459 10.1% 衣類（61） 3,894 6.2%
コーヒー、茶 729 5.0% 魚ならびに甲殻類 3,889 6.2%
穀物 670 4.6% 電気機器・部品 3,656 5.8%
機械・部品 583 4.0% 穀物 2,905 4.6%
電気機器・部品 572 4.0% 家具 2,741 4.4%
日用品 435 3.0% 機械・部品 2,675 4.3%
食用の果実 339 2.3% コーヒー、茶 2,604 4.2%
衣類（61） 249 1.7% ゴムおよびその製品 1,906 3.0%
家具 235 1.6% 鉄鋼 1,791 2.9%
ゴムおよびその製品 194 1.3% プラスチックおよびその製品 1,160 1.9%
革製品 186 1.3% 食用の果実 1,086 1.7%
木材およびその製品 135 0.9% 貴石・貴金属 800 1.3%
陶磁製品　 112 0.8% 鉄鋼製品 706 1.1%
プラスチックおよびそ
の製品 100 0.7% 鉄道用車両・部品 631 1.0%
紡織用繊維（63） 96 0.7% 革製品 626 1.0%
採油用の種 92 0.6% 肉、魚、甲殻類の加工品 616 1.0%
酪農品 90 0.6% 木材およびその製品 546 0.9%
総額 14,483 100.0% 総額 62,685 100.0%
農林水産物 4,011 27.7% 農林水産物 14,946 23.8%
鉱物 3,870 26.7% 鉱物 13,017 20.8%
工業製品 6,601 45.6% 工業製品 34,723 55.4%
（出所）United Nations, Comtrade Database に基づき筆者作成。
（注）HS2 桁分類による各年の輸出額上位 20 品目を抽出。
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在、岐路に立たされている。本節では、2011 年 1 月の第 11 回党大会で採択
された経済・社会 10 カ年発展戦略と政治報告（Dang Cong San Viet Nam ［2011］）
およびその解説資料（Pham Van Linh and Nguyen Tien Hoang ［2011］、Nguyen 
Van Thao and Nguyen Viet Thong eds. ［2011］）、さらに、2011 年 7 ～ 8 月の第
13 期第 1 回国会で再任されたグエン・タン・ズン首相が「全国党大会が提示
した 3 つの戦略的突破口を首尾よく実現する」と題した文書 (9) で示した 2011
～ 2016 年の政府の主要任務を手掛かりとしつつ、ベトナムが 2020 年に向け
てどのような工業国入りへの道筋を描いているのかを整理する。
1.「工業化」の方向性








な再編である。経済・社会発展 10 カ年戦略は、2001 年の第 9 回党大会で採
択された 2001 ～ 2010 年経済・社会発展戦略とは異なり、工業・建設の付
加価値の成長率や輸出成長率の数値目標は明示していない。経済構造につい
ては、2020 年までに工業とサービスを合わせて 85% にするという目標が示
されている。2010 年の GDP の構成は農林水産部門 16.4％、工業・建設部門





















　 2020 年目標 2010 年実績
GDP に占める工業・サービスの比率 85% 83.6%
GDP に占めるハイテク製品の比率 45% n.a.
工業生産額に占める製造品目の比率 40% n.a.
農業人口の比率 30 ～ 35% 48.70%
生産性の向上の経済成長への貢献 35% 26%*　
都市化率 45% 30.17%
人間開発指標（HDI） 世界の平均的水準 169 カ国中 115 位
訓練を受けた労働者の比率 70% n.a.
1 人当たり GDP 3,000 ドル 1,234 ドル
（出所）
1）2020 年 の 目 標 は、Dang Cong San Viet Nam ［2011］, Dong Van Thao 
and Nguyen Viet Thong eds. ［2011］より。
2）2010 年の実績は以下 3）と 4）を除き General Statistics Office ［various 
years］に基づき筆者算出。
3）生産性の向上の経済成長への貢献は、Ketels et al. ［2010］より。
4）HDI は、国連開発計画人間開発指標ウェブサイトより（http://hdr.undp.
org/en/　2011 年 9 月 15 日閲覧。
（注）* 生産性の向上の経済成長への貢献は 2000 ～ 2008 年の値。




簡単な国際比較を試みれば、2020 年時点での 1 人当たり GDP の目標であ
る 3000 ドルは、2010 年時点のインドネシアやフィリピンの水準を超えてお
り、2005 ～ 2006 年時点のタイの水準に相当する。なお、この時点のタイの









はあるものの、2001 ～ 2010 年経済・社会発展戦略が 2020 年までに達成す
べき目標として「機械製造産業が国内需要の 40% を充足する」、「輸送機械お
よび機械設備の国産化率が 60 ～ 70% に達する」、といった項目を掲げていた









































された。2006 年の第 10 回党大会で承認された 2006 ～ 2010 年 5 カ年経済・
社会発展の方向性と任務が、多国籍企業を強力に誘致し、ベトナムの工業部門
への参入を促進することにより、工業部門の地域・国際参入を進める、との方













求められる 3 つの「戦略的突破口」である (10)。再任後のズン首相が 2011 ～
2016 年の政府の主要な任務としてこれらを挙げている (11) ことからも、これ
らが今後展開される政策の中核に位置づけられると考えられる。
最初に掲げられているのは、社会主義志向市場経済の制度を完全なものとす

















































テク発展プログラム（2010 年 1 月 31 日付首相決定 2457 号）、開発投資の優先
対象となるハイテク技術および発展奨励の対象となるハイテク製品のリスト
（2010 年 7 月 19 日付首相決定 49 号）、同リストに従い具体的振興策を定めた
2020 年に向けたハイテク産業発展計画（2011 年 6 月 1 日付首相決定 842 号）
が出されている。この他、裾野産業の振興のため、裾野産業の発展についての
政策（2011 年 2 月 24 日付首相決定 12 号）、同決定の財政政策施行についての















措置が認められる（上掲の首相決定 2457 号）ことの魅力は非常に大きい（Dau 
tu   2011 年 8 月 22 日付）。近年、半導体や携帯電話など電子産業を中心に従来
よりも高度な技術を用いる外国投資案件が増加しており（Saigon Times Weekly  























2000 年代初頭、国有企業を保護・育成して 2010 年までに国内需要の 40 ～
50% を満たせるようにすることを狙った発展計画（2002 年 12 月 26 日付首相
決定 186 号）が施行された (13)。多くの国家資金が投入されたプロジェクトの
実施を経て目標年に達した現在、国内企業は 20 ～ 25% のシェアしか満たせ
ておらず、競争力の向上も図れていない。にもかかわらず、2009 年、政府は
同産業に対する支援の継続を決定した。具体的には、2015 年までの重点機械


























本来、国有企業改革は 2010 年 7 月 1 日までに完了する計画であったが、
株式化の進捗は大幅に後れをとっていた。このため、期限直前になって、株式
化対象でありながら株式化が終了していない多くの国有企業については国が所
有者となる一人有限会社に転換する手続きが定められ（2010 年 3 月 19 日付政
府議定 25 号）、主要な経済集団や総公司を含む多くの企業が一人有限会社へと
転換された（Viet Nam News 2010 年 6 月 30 日付、2010 年 7 月 5 日付）。しかし
これらの企業は、形態は変わっても国による所有と管理が継続している点にお










［2010: 196］）。この問題を改善するため、2011 年 7 月、既存の株式化規定が
証券市場の実勢を踏まえたより現実的な内容へと改められたのである (15)。こ





要素が改革を困難にしているとの指摘がある（Thoi bao Kinh te Viet Nam 2011




























































割を果たしている経済である（Ngo Van Du et al. ［2006: 28-33］）。
（2）第 9 回以降の党大会文献（Dang Cong San Viet Nam ［2001, 2006, 2011］）お
よび工商省傘下の産業戦略政策研究所所長 Phan Dang Tuat 氏からの聞き取り
（2011 年 7 月 5 日 ）、Nguyen Van Thao and Nguyen Viet Thong, eds. ［2011］
に基づいた記述。なお、従来型の工業化路線は完全に放棄されたわけではない。





が報道されている（Nhan Dan  2005 年 8 月 23 日付）。
（5）データは General Statistics Office ［various years］より筆者が算出した。




（8）データは General Statistics Office ［various years］より筆者が算出した。
（9）“Thu tuong neu nhiem vu cua Chinh phu nhiem ky moi”（首相が政府の新た
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な 任 期 の 任 務 を 明 示 ）、Bao Dien Tu Chinh Phu Nuoc Cong Hoa Xa Hoi Chu 
Nghia Viet Nam （ベトナム社会主義国政府インターネットニュース） http://
baodientu.chinhphu.vn/Home/Thu-tuong-neu-nhiem-vu-cua-Chinh-phu-nhiem-
ky-moi/20117/93873.vgp（2011 年 9 月 23 日閲覧）.
（10）「突破口」の意味については、Pham Van Linh and Nguyen Tien Hoang ［2011］
を参考にしている。なお、党大会で採択される経済・社会発展戦略に「突破口」
という項目が設けられたのは初めてのことである。
（11）“Thu tuong neu nhiem vu….”
（12）典型的な事例は、ノキアによるバクニン省での携帯電話の生産のための投資プ



















なければならない期間を 3 年から 5 年に延長する。
（16）“Doanh nghiep nha nuoc duoc phai xa hoi giam sat”（国有企業は社会によっ
て監察されなければならない）, VnEconomy , 2011 年 9 月 22 日付（http://
108
vneconomy.vn/20110922021520404P0C5/doanh-nghiep-nha-nuoc-phai-duoc-
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